
成長戦略によるESGの課題解決

コーポレート・ガバナンス

　私はコマツの強みとは、コマツの経営の基本である「品質と信

頼性を追求し、社会を含むすべてのステークホルダーからの信頼

度の総和を最大化する」ことにより、積み重ねてきた揺るぎない

ブランド力と、それを支える「コマツウェイ」（P44も併せてご参照

ください）に基づいた人づくりであると思っています。今や従業員

の7割ほどが外国籍であるにもかかわらず、コマツウェイは世界

中の従業員に受け入れられ、各組織に浸透しています。まさに一

枚岩のグローバル組織であり、それがコマツの強みであるものづ

くりやイノベーションの基礎となっていることを実感します。また

2000年代以降、「ダントツ」をキーワードとした徹底的な事業改

革の成果による企業体質もコマツの強みだと思います。

　一方で、このような強みは「自分たちのスタイルできっちりやれ

ば勝てる」という自信につながっているものの、自信が強すぎる

と、世のなかの変化に合わせて変わることに保守的、守りに入っ

てしまうリスクを内包しているのではないかと思っています。次

の100年に向けて伝承すべきこと、変化させていくべきことを明

確にする議論をしておいたほうが良いのではないでしょうか。

　私自身は取締役として「業務執行の監督」を常に頭に入れなが

ら、業務執行への事業戦略面でのアドバイスを重要な役割と考え

ています。例えば、私自身が経営の経験がある物流分野において

は、2020年より海上輸送が急騰し、部品サプライチェーンの分

断が社会課題となっています。部品の輸送コストが高騰すること

でサプライチェーン（供給網）に混乱が生じていないか、現地の生

産に支障がでていないかについては、現状、大きな問題がないこ

とが確認できましたが、有事に起因するサプライチェーンの混乱

は、新型コロナウイルス感染症によるパンデミック以外にも自然

災害、政治的な紛争などによって今後も発生するリスクがありま

　現在の中期経営計画は、小川社長が専務時代に担当役員とし

て議論を重ねて策定されており、次期中期経営計画においても基

本の軸を継続されることで問題はないと思っています。しかしな

がら、策定時点より外部環境の変化のスピードが速まっており、

変化に合わせて計画を機動的に修正しながら進んでいくことが

求められます。世界中で政治経済の不確実性が高まり、価値観も

大きく変化しているなか、次の100年に向けて良いスタートを切

れるかどうか、重要なタイミングに来ています。

　次期中期経営計画の策定にあたり、検討しておくべきリスクは

大きく分けて三つあると思います。一つ目は地政学的なリスクで

す。昨今、各国において国益を守るため自国経済に有利な政策を

とる傾向がより強まっており、地経学リスクとも言われています。

貿易制限や関税による影響、また金融、DX、知的財産、サイバー

テロなど有事における対応は平時よりしっかり議論しておく必要

があります。

　二つ目は気候変動リスクです。将来、石炭ビジネスはかなりの

確度で縮小するでしょう。今後は石炭ビジネス向けの鉱山機械

事業をどうオペレーションしていくかは大きな課題です。一方で、

環境負荷の少ない、電動建機といった製品の開発を加速しなけ

ればなりません。

　そして三つ目はスマートコンストラクションをはじめとするソ

リューションビジネスにおける競争リスクです。これまで日本で

培ってきた技術・ノウハウをいよいよ海外に展開するフェーズに

入りましたが、この分野においてコマツはフロントランナーです。

将来も勝ち続けるためには、コマツの品質水準を国際標準化する

ことが非常に重要であるし、挑戦してほしいと思います。またコマ

ツの中核であるものづくりの分野はそう一気に競争環境が変化

しないと思われますが、ものづくり以外のエンドユーザーに近い

サービス・ソリューションの領域は、ひょっとしたらコンペティ

ターが変化してくる、当初想定していない業態で未知のライバル

が生まれてくる可能性があります。特にソリューションは一社だ

けで競争する時代ではなく、いかにアライアンスを組むか、大胆

に挑んでいくかが重要な戦略になります。

　これらのリスクは裏返せばビジネスオポチュニティに変わりま

す。コマツの圧倒的に強いものづくりが守りに入り過ぎないよう

に、新しい領域、変えるべき領域と戦い方を整理して、スピード

アップして進めていくことが必要だと思っています。

創立100周年を迎えたコマツの強みと課題とは

取締役会は侃侃諤諤の議論の場。多様性を更に進化させ、企業価値の向上を

コマツを取り巻く環境変化と課題、次期中期経営計画への期待

社外取締役

木川 眞

持続的成長に向け、

今こそ「変化すべき領域」を

整理する議論を ̶ ̶

次の100年に向けて 
良いスタートを切るために

す。現状を確認するとともに、将来のリスクを指摘してアドバイス

をすることも、取締役の重要な役割であると考えています。

　コマツの取締役会は、率直な意見が飛び交う非常に雰囲気の

良い取締役会です。取締役会冒頭の社長報告は、社長自ら社内

で何が起きているのか、問題意識を報告されていますが、社外取

締役にとって会社の状況を理解するのに非常に良いスタイルだ

なと思っています。すぐにヤマトホールディングスに持ち帰って取

り入れました。また社長自らが問題点を的確に整理され、非常に

議論のしやすい場をつくりあげられているように思います。2016
年に私が社外取締役に就任した直後、ジョイグローバル（現コマ

ツマイニング）案件の最終意思決定をする段階でした。非常に印

象的だったのは、この最終段階においても社外取締役も含めて

侃侃諤諤の議論がされていたことです。同じ議題で何度も議論し

ていると最後意見が出なくなることが多いものです。こういった

議論ができる会社は極めて健全なのではないでしょうか。

　コマツの取締役会は、現状において構成・実効性評価ともに問

題はないと考えています。一方で2021年6月にコーポレートガバ

ナンス・コードが改訂され、今後ますます高度な企業統治（ガバ

ナンス）が求められるなかで、取締役会の多様性はキーになると

思います。2020年からは社外取締役として外国籍の方がメン

バーに加わるなど、時代とともに進化していますが、将来の取締

役会の構成を見据えて、更に進化させることで、より多様性ある

意見・見解に基づいた企業価値向上のための意思決定と監督が

実現される体制になると思います。その一助としてスキルマトリッ

クスを策定・開示することは、更に取締役会の実効性やガバナン

スを進化させることにつながると思います。

■  社外取締役メッセージ

未来の現場をともにつくる　
コマツ100年のアイデンティティー

TOPが語る次の100年へ向けた
経営課題と経営戦略

未来の現場をともにつくる
ビジネスモデルの進化
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コーポレート・ガバナンス体制図 （2021年6月末日現在）  内は2020年度内開催回数
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成長戦略によるESGの課題解決

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

すべてのステークホルダーから更に信頼される会社となるため、グループ全体でコーポレート・ガバナンスを強化し、経営

効率の向上と企業倫理の浸透、経営の健全性確保に努めています。株主や投資家の皆さまに対しては、公正かつタイム

リーな情報開示を進めるとともに、株主説明会やIRミーティングなどの積極的なIR活動を通じて、一層の経営の透明性向
上を目指しています。

コーポレート・ガバナンスの仕組み  
　コマツでは、取締役会をコーポレート・ガバナンスの中核と位

置付け、取締役会の実効性を高めるべく、経営の重要事項に対す

る討議の充実、迅速な意思決定ができる体制の整備や運用面で

の改革を図っています。このため当社は、1999年に執行役員制

度を導入し、法令の範囲内で経営の意思決定および監督機能と

業務執行機能を分離し、社外取締役および社外監査役を選任す

るとともに、取締役会の構成員数を少数化しています。

取締役会の実効性評価   
　コマツでは、取締役会の実効性向上のための改善に努めており、取締役会の実効性についての評価・分析を毎年行っています。

2020年度実効性評価の結果の概要   
　当社の取締役会は、各評価項目において概ね高い水準にあり、

実効性についての重要な問題点の指摘はありませんでした。

  毎回の取締役会において社長自身による報告で課題・問題認識
等をタイムリーに共有していることや、取締役会において決議事

項の実施状況を定期的な報告でフォローしていること等に高い

評価を得ました。

  取締役会の運営については、新型コロナウイルスに対応したオン
ライン開催を評価する意見がある一方で、戦略的な個別テーマ

討議の拡大、定例の業務執行報告のあり方など幾つかの課題の

指摘があり、今後改善し、更に実効性の高い取締役会の実現を

目指してまいります。

取締役会の活動  
　取締役会は、原則として月1回以上定期的に開催し、重要事項
の審議・決議と当社グループの経営方針の決定を行うとともに、

代表取締役以下の経営執行部の業務執行を厳正に管理・監督し

ています。取締役9名のうち4名を社外取締役が占め、経営の透
明性と客観性の確保に努めています。

　また、2020年度は、社外取締役および社外監査役による「社
外役員ミーティング」を開催し、独立した客観的な立場から経営

諸課題に関する意見交換を行いました。さらに社長を交えた議

論も行い、認識共有を図りました。

評価プロセス

アンケートの内容： • 取締役会の構成
• 付議事項
• 率直で有意義な議論
• 執行部からの情報提供と議案の提示

•  重要な事項が報告・提案されフォローされる仕組み
• CEOの後継者育成について（サクセッションプラン）
• その他の事項

❹
ディスカッションの結果を 
取締役会で報告し、 
実効性の分析・評価を 
行い、改善点について 

討議

❸
アンケート結果を 
もとに、社外取締役 
および社外監査役で 
ディスカッション

❷
取締役と監査役の 
全員がアンケートに 

回答

❶
アンケートの実施

取締役会において、2020年に実施
した実効性評価方法および結果を
踏まえ、2020年度の評価方法につ
いて討議し、実効性ある取締役会の
あり方を考慮してアンケートを実施

コマツの取締役会の特徴 2020年度（4月～3月）の出席状況、議案数等

出席状況
社外取締役 100%

社外監査役 100%

議案数
報告 41件

討議・決議 33件

フリーディスカッション 3回

• 社長月例報告（直近の重要事項およびトピックス）

• CFO月例報告（業績、受注状況、借入など）

• 年間の議題計画とフォロー

• 重要事項の複数回審議（討議→決議）

• 取締役会での業務報告は、売上げベースでほぼ100%カバー

• 監査役も、取締役と同様に活発に発言

• 取締役会でのフリーディスカッションの機会

未来の現場をともにつくる　
コマツ100年のアイデンティティー

TOPが語る次の100年へ向けた
経営課題と経営戦略

未来の現場をともにつくる
ビジネスモデルの進化
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コーポレート・ガバナンス改革  
　コマツは、経営と執行の分離、取締役会による経営の意思決定

の充実および業務執行の厳正な管理・監督ならびに社外取締役

による経営の透明性・客観性の向上、監査役会による取締役の

職務執行の適正な監査等、意思決定および管理監督を有効かつ

十分に機能させるために、ガバナンス体制の改革を行ってきまし

た。業務執行を補完する手段としては、グローバル企業としての

あり方について、国内外の有識者から客観的な助言・提言を取り

入れることを目的に、1995年にインターナショナル・アドバイザ
リー・ボード（IAB）を設置し、意見交換・議論を行っています。今
後も取締役会の実効性を更に高めるとともに、社外取締役の参

画による透明性・健全性を確保しながら、「経営の見える化」を目

指していきます。

取締役 監査役

取締役・監査役の構成 （2021年6月末日現在） 

社内
5名

社内
2名

社外
4名

社外
3名

うち外国人
1名
うち女性
1名

うち女性
1名

 取締役会

 監査役・監査役会

 その他の組織・制度

1999年： 

8名
（社外取締役1名）

2003年： 
8名

（社外取締役2名）

2005年： 
10名

（社外取締役3名）

2017年： 
8名

（社外取締役3名）

2021年： 
9名

（社外取締役4名）

 
28名

（社外取締役0名）

 

3名
（社外1名）

社外役員の2020年度の活動状況  

新任社外取締役の紹介  
2021年6月の株主総会において、以下1名が新たに社外取締役に選任されました。

 独立社外取締役

木川 眞 
【主な経歴】
ヤマトホールディングス（株）代表取締役
ヤマト運輸（株）代表取締役 

　木川眞氏は、ヤマトホールディングス（株）およびヤマト運輸（株）の代表取締役
を務めた経歴を有しています。主に当社の経営戦略に対する適切なモニタリング
を行い、中長期的な企業価値を高めることに寄与する見地から、取締役会において
積極的に多岐にわたる意見を述べており、2020年度は、特に、在宅勤務等の人事
制度、ICTの競争戦略、在庫管理等につき、実業界における豊富な経験から発言を
行いました。また、当社人事諮問委員会および報酬諮問委員会において委員長を
務めました。 

【出席の状況】
取締役会100%（15回中15回）

國部 毅  
【主な経歴】
（株）三井住友フィナンシャルグループ 
取締役　代表執行役
（株）三井住友銀行 代表取締役

　國部毅氏は、（株）三井住友銀行の代表取締役頭取や（株）三井住友フィナンシャル
グループの代表取締役社長、取締役 代表執行役社長を務めた経歴を有し、同社取
締役会長を務めています。主に経営の透明性と健全性の維持向上およびコーポレー
ト・ガバナンス強化に寄与する見地から、取締役会において積極的に多岐にわたる
意見を述べており、2020年度は、特に、M&A管理体制、コロナ禍での事業計画、
ESGの取り組み等について、実業界における豊富な経験から発言を行いました。ま
た、当社人事諮問委員会および報酬諮問委員会の委員を務めました。 

【出席の状況】
取締役会100%（11回中11回）

アーサー M. ミッチェル
【主な経歴】
ホワイト&ケース外国法事務弁護士
事務所 
外国法事務弁護士

　アーサー M. ミッチェル氏は、米国ニューヨーク州弁護士、本邦外国法事務弁護
士として長年にわたり活動してきた経歴を有しています。主に当社のグローバルな
事業展開におけるリスクを軽減・回避し、中長期的な企業価値向上に寄与する見
地から、取締役会において積極的に多岐にわたる意見を述べており、2020年度は、
特に、事業提携戦略、データに関する法規制への対応、北米市場への取り組み等に
つき、国際的視点および専門的な見地からの発言を行いました。また、当社人事諮
問委員会および報酬諮問委員会の委員を務めました。

【出席の状況】
取締役会100%（11回中11回）

（注）社外取締役國部毅氏およびアーサー M. ミッチェル氏は、2020年６月開催の第151回定時株主総会において選任されたため、出席対象取締役会の回数が他の社外取締役と異なります。

 独立社外監査役

山口 廣秀 
【主な経歴】
日本銀行副総裁   

　山口廣秀氏は、日本銀行副総裁を務めた経歴を有しています。2020年度は取
締役会および監査役会において、世界経済の状況、需要の動向、監査体制等につ
き、専門的見地から発言を行いました。また、当社報酬諮問委員会の委員を務めま
した。

【出席の状況】
取締役会100%（15回中15回）
監査役会100%（15回中15回）

篠塚 英子 
【主な経歴】
お茶の水女子大学名誉教授
人事院人事官
日本銀行政策委員会審議委員

　篠塚英子氏は、経済・労働・法律等の分野における、幅広い知識と経験を有して
います。2020年度は取締役会および監査役会において、グローバル人材活用、環
境対応、社員の安全・健康管理等につき、専門的見地から発言を行いました。また、
当社報酬諮問委員会の委員を務めました。

【出席の状況】
取締役会100% （15回中15回）
監査役会100% （15回中15回）

大野 恒太郎 
【主な経歴】
検事総長
森・濱田松本法律事務所
客員弁護士

　大野恒太郎氏は、法曹界での豊富な経験を有しています。2020年度は、取締役
会および監査役会において、コンプライアンス体制、グループ会社の管理、人材の
確保等につき、専門的見地から発言を行いました。また、当社報酬諮問委員会の委
員およびコンプライアンス委員会のオブザーバーを務めました。

【出席の状況】
取締役会100%（15回中15回）
監査役会100%（15回中15回）

齋木 尚子  
【主な経歴】
外務省経済局長、国際法局長

　齋木尚子氏は、外務省で経済局長・国際法局長等を歴任するなど、国際情勢、国際法や経済分野における高い見識と豊
富な経験を有しています。
　これらを活かし、経営全般について提言いただくことにより、当社の中長期的な企業価値向上に寄与することが期待で
きるため、社外取締役候補者といたしました。
　なお、同氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂
行できるものと判断いたしました。

1994年：

4名
（社外監査役2名）

2006年：

5名
（社外監査役3名）

執行役員制度
（1999年）

グローバルオフィサー
（2016年）

社外7名、社内1名
（2020年）

報酬諮問委員会
社外4名、社内1名
（1999年） 

人事諮問委員会 
（2015年）

社外3名、社内2名

インターナショナル・アドバイザリー・ボード
（1995年） 

国内外有識者 3～4名

ハイテク&イノベーション IAB 
 （2015年） 

海外有識者 4～6名

コンプライアンス委員会 
（2001年）

経営トップと労組代表で構成
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サクセッションプランについて  
　2006年にコマツウェイが制定された時から、コマツグループ
では「常に後継者育成を考えること」を経営トップ／リーダーの

重要な行動指針の一つとしています。

　コマツの経営に対する価値観を次の世代に確実に引き継いで

いくために、人事諮問委員会にて社長（CEO）候補の基本的な人
材要件を議論し明確にするとともに、毎年実施するサクセッ

ションプラン（下図）を通じて、社長（CEO）以下国内外の主要な
役職の後継候補者を選定しています。

　また、選定された後継候補者にはチャレンジングな課題やより

大きな役割を与え、互いに切磋琢磨できる環境のもと、計画的な

育成を図っています。

役員報酬制度  
　当社の取締役および監査役の報酬は、客観的かつ透明性の高

い報酬制度とするため、取締役報酬については取締役会で、監査

役報酬については監査役の協議により、それぞれ決定しています。

基本報酬としての月次報酬の水準については、報酬諮問委員会

において、グローバルに事業展開する国内の主要メーカーと役

位別の水準比較を行い、答申に反映させています。

　取締役（社外取締役を除く）の報酬は、業績との連動性を高め、

中長期的な企業価値向上により一層資するよう、固定報酬であ

る基本報酬、単年度の連結業績の達成度によって変動する業績

連動報酬（現金賞与および株式報酬A）、および中期経営計画に

掲げる経営目標の達成度による業績連動報酬（株式報酬B）に
よって構成されます。

　社外取締役の報酬は、取締役会の一員として経営全般につい

て提言するという役割を考慮し、固定報酬である基本報酬のみと

しています。

　また、監査役の報酬も、企業業績に左右されず取締役の職務

の執行を監査する権限を有する独立の立場を考慮し、固定報酬

である基本報酬のみとしています。

　なお、役員退職慰労金については、2007年6月をもって、制度
を廃止しました。

サクセッションプランの概要

諮問委員会活動  

経営トップ／リーダー 
後継者育成のポイント

委員会名 人事諮問委員会 報酬諮問委員会

委員長 社外取締役（木川取締役） 社外取締役（木川取締役）

構成 
（2021年6月末）

社外取締役4名
（木川取締役、國部取締役、ミッチェル取締役、齋木取締役）
会長
社長

社外取締役4名
（木川取締役、國部取締役、ミッチェル取締役、齋木取締役）
社外監査役3名
（山口監査役、篠塚監査役、大野監査役）
外部有識者1名（青山学院大学名誉教授：八田進二 氏）
会長

目的
次期社長（CEO）の人選、育成方法、サクセッションプラン 
および、取締役の人事案等を審議、決議し、取締役会に答申
するもの

取締役、監査役、執行役員の報酬制度の透明性、客観性確
保のため、報酬制度について審議、決議し、取締役会および
監査役会に答申するもの

2020年度
開催回数

2回 1回

2020年度
審議内容

• 次期社長（CEO）候補者と育成
• 社外取締役候補者の選任
• 会長職の他社取締役兼務
• 2021年度 取締役・監査役人事（案）　など

• 2021年度 取締役、監査役の月次報酬水準
• 2020年度 取締役の業績連動報酬（見込）
• 2021年度 取締役の業績連動報酬の評価指標

後継候補者の検討・選定サクセッションプラン 人事異動・育成の実施

人事諮問委員会

実施結果のフィードバック

運用プロセスの監督

① 修羅場を経験させることで、困難に立ち向かう強い意志力を身に付けさせること
② 利害の反する当事者をまとめる組織運営能力を養わせること
③ 不正をゆるさない、コンプライアンス意識を付けさせること

中期経営計画の業績連動報酬
　当社の中期経営計画の期間を対象とし、社内取締役に対し、毎事業年度、月次報酬の3カ月相当分を株式報酬として、譲渡制限付株式を付与す
る方法で支給します（株式報酬B）。株式報酬Bは、中期経営計画の期間の終了後に、中期経営計画の経営目標の達成状況に基づいて譲渡制限の解
除を行う株式数（0～100%）を決定し、原則として交付より3年の後に株式の譲渡制限を解除します。

中期経営計画の経営目標
経営指標 経営目標

成長性 • 売上高成長率 • 業界水準を超える成長率
収益性 • 営業利益率 • 業界トップレベルの営業利益率
効率性 • ROE*1 • ROE*1 10%以上
健全性 • ネット・デット・エクイティ・レシオ*2 • 業界トップレベルの財務体質

リテールファイナンス事業 • ROA*3

• ネット・デット・エクイティ・レシオ*2
• ROA*3 1.5%－2.0%
• ネット・デット・エクイティ・レシオ*2 5倍以下

ESG • 環境負荷低減
• 外部評価　

• 環境負荷低減
　CO2排出削減：2030年50%減（2010年比） 再生可能エネルギー使用率：2030年50%
• 外部評価：DJSI*4 選定（ワールド、アジアパシフィック）CDP*5 Aリスト選定（気候変動、水リスク）等

株主還元 • 連結配当性向 •  成長への投資を主体としながら、株主還元（自社株買いを含む）とのバランスをとる。
• 連結配当性向を40%以上とする。

*1 ROE ＝当社株主に帰属する当期純利益／（（期首株主資本＋期末株主資本）／2）
*2 ネット・デット・エクイティ・レシオ（ネット負債資本比率） ＝（有利子負債－現預金）／株主資本
*3 ROA ＝税引前当期純利益／（（期首総資産＋期末総資産）／2）
*4 ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・インディシーズ：米国S&Pダウ・ジョーンズ社とスイスのロベコ・サム社によるSRI指標
*5 企業や政府が温室効果ガス排出量を削減し、水資源や森林を保護することを推進する国際的な非営利団体

役員別の報酬構成

社内 
取締役

基本報酬（固定報酬） 単年度業績連動報酬（月次報酬×0～24カ月） 中期経営計画業績連動報酬 
（月次報酬×0～3カ月）

月次報酬×12カ月 現金賞与（原則として2／3）* 株式報酬A（原則として1／3）
譲渡制限付株式

株式報酬B 
譲渡制限付株式

社外 
取締役・ 
監査役

基本報酬（固定報酬）

月次報酬×12カ月

*  現金賞与の上限は、月次報酬の12カ月分相当とし、残りについては株式報酬Aとして支給

  会社業績を考慮しない

取締役会
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コーポレート・ガバナンス

未来の現場をともにつくる　
コマツ100年のアイデンティティー

TOPが語る次の100年へ向けた
経営課題と経営戦略

未来の現場をともにつくる
ビジネスモデルの進化

成長戦略によるESGの課題解決 Corporate profile

Komatsu Report 2021 Komatsu Report 202156 57



「マネジメントIAB」開催について
　グローバル企業としての経営・企業活動のあり方について、取締役会が社外の有識者から客観的な助言・提言を取り入

れることを目的として、1995年にインターナショナル・アドバイザリー・ボード（IAB）を設置し、これまでに通算36回のミー
ティングを行ってきました。2020年4月より第8次マネジメントIABアドバイザーとともに活動を開始しました。2020年11

月に開催された「マネジメントIAB」は、コロナ禍にありましたが、オンライン会議を積極的に活用することにより、グローバルビジネスについ
て高い見識を持つアドバイザーから助言や提言を受けることができました。

　今後も経営の更なる改善およびコーポレート・ガバナンスの強化、企業価値の向上に努めていきます。

第８次「マネジメントIAB」アドバイザー（任期：2020年～2022年）
氏名 現職および略歴

R.David Hoover氏

2018年～現在
2015年～2021年2月
2009年～2018年
2000年～2015年
1996年～2013年

Elanco Animal Health（動物用製薬会社）会長
Edgewell Personal Care（トイレタリー製品メーカー）取締役
Eli Lilly and Company（製薬会社）取締役
Energizer Holdings. Inc.（電池メーカー）取締役
Ball Corporation（容器・包装メーカー）取締役（2002年～2013年　会長）

Kusmayanto Kadiman氏

2015年～現在
2010年～現在
2004年～2009年
2001年～2004年

PT Adaro Power（発電開発会社）監査役
BFI Finance Indonesia（金融会社）監査役会長
インドネシア研究・技術担当国務大臣
バンドン工科大学学長

Risto Siilasmaa氏 2006年～現在 
2012年～2020年

F-Secure Corporation（サイバーセキュリティ会社）創始者・会長
Nokia Corporation（通信会社）会長

薮中　三十二氏
2018年～現在
2014年～2020年
2008年～2010年

立命館大学　客員教授
当社社外取締役
外務省　事務次官

Topics

2020年度のコマツの主なIR活動  

　株主や投資家の皆さまに対しては、公正かつタイムリーな情報

開示を進めるとともに、株主説明会やIRミーティングなどの積極
的なIR活動を通じて、一層の経営の透明性向上を目指しています。
　2020年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、対面で
のコミュニケーションの一部を中止とさせていただく一方で、バー

チャルやオンラインでの開催、アーカイブ配信の実施などにより、

コミュニケーション機会の継続、拡充を進めました。

　また、YouTube上のコマツの公式企業サイトもリニューアルし、
最新の動画を整理し配信しています。

対話のトピックス  

　コマツへの理解を深めていただくことを目的に、機関投資家、証券アナリストの皆さまを対象とした説明会を開催しています。2020年
は下記の説明会をオンラインにて開催しました。

対話の機会をできる限り設け、適切な情報開示で
当社への理解を深めていただく

コマツグループの進むべき方向・課題を共有する
（社員、協力企業、販売代理店） 社会

販売代理店

代理店会議

お客さま

トップ訪問

社員

社員
ミーティング

マスメディア

インタビュー

協力企業

みどり会
経営者懇談会

投資家
アナリスト

投資家訪問
アナリスト 
ミーティング
決算説明会

株主

株主総会
株主説明会

地域社会

知事、市長等 
との面談

ステークホルダーの皆さまとの対話  
　すべてのステークホルダーから更に信頼される会社となるた

め、コーポレート・ガバナンスの強化に加え、経営トップによるス

テークホルダーの皆さまとの直接のコミュニケーションに努めて

います。

経営トップによる直接のコミュニケーション

開催日 説明会名 出席者数 内容

2020年12月16日 コマツ IR-DAY 2020 
<事業説明会及びESG説明会> 90名 ①マイニングにおける施工の安全性と生産性の追求 

②コマツの環境活動 

主な執行部門の委員会

委員会名 *は社長が委員長 目的 開催回数

全社製品安全委員会 製品安全規定に定める製品安全の基本方針に従い、全社の製品安全活動を効果的に推進する。 年2回
ほか必要時開催

コンプライアンス委員会* グループ全体のコンプライアンスに関する方針および重要な施策を審議・決定し、 
その実施を促進する。

年2回
ほか必要時開催

リスク管理委員会 グループ全体のリスク管理の推進に関わる課題・対応策を協議・承認することを主たる目的とする。 年1回
ほか必要時開催

輸出管理委員会
グループ全体の輸出管理（安全保障貿易管理）に関する方針および重要な施策を審議・決定し、 
その実施を促進する。

年1回
ほか必要時開催

サステナビリティ 
推進委員会*

グループ全体の環境保全を推進するため、全社にわたる環境保全施策の立案と推進状況について審議
を行うとともに、グループ全体のCSRに関する方針、重要な施策および活動を審議・決定し、その実施
を促進する。

年1回
ほか必要時開催

情報開示委員会
金融商品取引法等に則り公表する情報を的確に公表するための協議および審査ならびに 
内部情報統括責任者に重要事実等の判定を勧告する。

年4回
ほか必要時開催

コマツウェイ推進委員会*
グループ全体の人事、労務、教育・人材育成、コマツウェイ・TQM、福利厚生、安全健康管理に関する
方針および重要な施策を審議・決定し、その実施を促進する。

年2回

説明会の当日資料は、こちらからご覧いただけます。 
https://www.komatsu.jp/ja/ir/library/results/2020

コマツ　YouTube公式企業サイト
https://www.youtube.com/c/komatsu/featured

ホームページ
財務情報
・決算説明会
・決算短信
・四半期報告書　など
社長インタビュー動画 （4回）
コマツレポート　など

株主・個人投資家向け
株主説明会（1回）*
株主工場見学会中止
→バーチャル工場見学　動画作成
個人投資家説明会（４回）*
長期保有株主さま向け感謝品

機関投資家向け
決算説明会（4回）*
スモールミーティング（7回）*
事業説明会（1回）*
海外IR（4回）*
個別取材対応（190件超）*

＊：バーチャルもしくはオンラインでの開催

成長戦略によるESGの課題解決
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成長戦略によるESGの課題解決

コーポレート・ガバナンス

リスク管理体制  
　コマツグループでは、事業の継続と安定的発展を確保していく

ことをリスク管理の基本方針とするとともに、リスクを適切に認識

し、管理するための規程として「リスク管理規程」を定めています。

　リスクが顕在化した時の対応体制・ルールやリスク項目および各

リスク項目の主たる責任部門を明示した「リスク管理基本マニュア

ル」の定期的な見直しを実施することで、常に変化し続ける企業環

境とリスクに適応できる管理体制づくりに取り組んでいます。

　また、リスク管理に関するグループ全体の方針の策定、リスク管

理体制の見直し、個別リスクに対する対策実施状況の点検・フォ

ロー、リスクが顕在化したときのコントロールを行うために、「リス

ク管理委員会」を設置しており、審議・活動の内容を定期的に取

締役会に報告しています。

　 また、新型コロナウイルス感染症拡大のような重大なリスクが顕
在化したときには緊急対策本部を設置し、被害を最小限に抑制す

るための適切な措置を講じています。コーポレート ・ガバナンスや
コンプライアンス、気候変動リスク、感染症対策を含む自然災害リ

スクへの対応、反社会的勢力取引根絶のための仕組みづくりは、い

ずれも大変重要な課題であり、継続的な活動に取り組んでいます。

コマツのリスクマネジメント

戦略リスク 

社会情勢の大きな変化、 
ビジネスの不確実性に関係したリスク 

財務リスク 

金利変動や株価変動など 
財務に関わるリスク 

オペレーショナルリスク 

法律違反や不祥事など、 
企業活動に伴い内在するリスク 

ハザードリスク 

自然災害等の外的要因に 
起因する災害事故のリスク 

気候変動への対応  
　コマツの建設機械ライフサイクル全体で排出されるCO2の約90%
は製品稼働中に排出されるため、コマツは、低炭素製品や低炭素化

に効果があるスマートコンストラクションなどのソリューションの提

供により気候変動の緩和に貢献することができます。その一方、各

国の規制や市場の要請に沿うことができない場合や資源需要の急

激な変化、新規競争者の参入、炭素税の導入による製造コストの上

昇などにより、将来の収益に影響を及ぼすリスクがあります。これら

への対応として、2030年に製品稼働中のCO2を半減する目標を掲

げて、研究開発を進めています。また、コストの上昇に備え、生産工

程の改善に尽力し、2030年までに生産によるCO2を半減する目標

も掲げています。また、電動化（モーター、バッテリー、燃料電池な

ど）のために必要な銅などの需要が増加する可能性があります。こ

れを機会と捉え、ハードロックビジネスの拡大に力を入れていきま

す。（移行リスクと機会への対応）。

　更に、気候変動による自然災害の増加は、自社およびサプライ

チェーンの活動に影響を及ぼすリスクがあります。そのため、サプラ

イチェーンも含めた水リスク把握やBCP訓練等によるリスク軽減を
進めています。（物理リスクへの対応）

新型コロナウイルス感染症への対応  
　コマツグループは、社会インフラを支える事業（エッセンシャル

ビジネス）に従事するお客さまへの責任を果たすため、感染防止

策を徹底したうえで、お客さまへの製品・部品・サービスの継続

的な供給を行っています。2020年3月に社長を本部長とした緊
急対策本部を立ち上げ、グローバルに情報を収集・共有し、感染

症拡大防止の対応方針の確認・展開を実施しました。

（1）事業活動継続の取り組み
　コマツの一部工場では、地元政府のロックダウンの指示等によ

り、生産に影響が生じましたが、コマツでは従来から地域ごとの

需要変動や為替変動に対応するために、全世界の工場間でフレ

キシブルに生産するクロスソーシングを実施しており、この取り

組みは新型コロナウイルス感染症の拡大局面においても有効に

機能しました。

　また、サプライヤーからの部品供給リスクに対しては、不足して

いる地域にサプライチェーン上の在庫を優先的に割り振るなど

の対策を行いました。また、代替品の開発と供給元の確保を行

い、部品欠品による販売機会逸失を回避しました。

（2）職場での感染拡大防止対策
　お客さま、お取引先さま、地域社会の皆さま、社員とその家族

の安全と健康を第一として、各国政府の方針に基づき、新型コロ

ナウイルス感染拡大防止に努めました。

　在宅勤務制度の活用によるリモートワークを推進し、緊急事態

宣言下においては、本社部門の約7割の社員がリモート勤務を実
施しました。また、緊急事態宣言下における国内の出張、イベン

ト、研修、セミナーは原則中止または延期し、すべての社内研修

は原則リモートに切り替えて実施しました。

　生産の現場は、送風機の設置や窓開け等による換気の徹底や、

休憩室の増設や休憩時間を分散させる等の対策を行い、職場で

の感染拡大防止に努めました。

（3） ステークホルダーの皆さまへのオンラインによる情報
発信の取り組み

　2020年12月にオンラインによる株主説明会を初開催し、リア
ルタイムで質問を受付けることにより、株主の皆さまとの対話を

行いました。また、2021年度の定時株主総会の当日は、初の
インターネットによるライブ配信を行いました。

　また、建設機械が組み立てられる過程を見たい方向に画面を360
度移動させて閲覧することができるバーチャル工場見学の動画（粟

津工場、茨城工場）をウェブで公開し、コマツのものづくりの現場を

臨場感のある動画でお伝えしました。

 

（4）施工現場のDX化によるお客さまへの感染拡大防止
　国土交通省が推進する建設現場の三密回避対策に関して、コ

マツはデジタルトランスフォーメーション・スマートコンストラク

ションにより、現場関係者が一カ所に集まる必要なく、遠隔で建

設現場の状況を把握できる「現場のデジタルツイン」をお客さま

の現場の新型コロナウイルス感染拡大防止に貢献するソリュー

ションとして訴求しています。

お客さま、お取引先さま、地域社会の皆さま、
社員とその家族の安全と健康 社会インフラを支える事業

（エッセンシャルビジネス）に従事するお客さまに
必要とされる製品の供給とサポートの継続

新たなソリューションの提供による、
感染症リスクの最小化

各国政府の方針

コマツの技術

他社との協業

ステークホルダーの皆さまとの対話および適時・適切な情報開示

感染防止策の徹底

建設、
鉱山現場のデジタル化、

自動化の加速

バーチャル工場見学はこちらから 
粟津工場

https://www.youtube.com/watch?v=8rdu3LWaxs0 
 
茨城工場 

https://www.youtube.com/watch?v=3myugOFcSEg

Web

Web

企業を取り巻くリスク リスク管理体制 

リ
ス
ク
管
理
基
本
マ
ニ
ュ
ア
ル 

リ
ス
ク
管
理
規
程 

定期的に
報告 

定時報告/
随時報告

随時 報告 

定期的見直し 

取締役会 

社長 

リスク管理委員会 
（重大リスク顕在化：緊急対策本部） 

リスク管理委員会 
事務局（総務部） 

■各種専門委員会 
• 全社製品安全委員会　• コンプライアンス委員会 
• 輸出管理委員会　　　• サステナビリティ推進委員会

■リスク項目ごとの主管責任部門 
• リスク認識の洗い直し・見直し 
• 未然防止・被害最小化の活動 
• リスク顕在時の対応 
■各部門・各グループ会社 定期的に

報告 

未来の現場をともにつくる　
コマツ100年のアイデンティティー

TOPが語る次の100年へ向けた
経営課題と経営戦略

未来の現場をともにつくる
ビジネスモデルの進化
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●  安全確保の 
 初動対応の 
 マニュアル化 
• 防災マニュアル作成 
•  リスク管理関連 規程 
制定 

●  事業継続対応の
  マニュアル化　　　 
• 各拠点でのBCP 
　マニュアル作成 
•  本社BCP訓練の 
実施

●   コマツグループ 
 全体への展開

• 設備・通信体制整備 
 •  各拠点でのBCP 
訓練の実施

● 自然災害リスクの再確認 および対策
● コマツグループおよび協力 企業を含むBCP運用向上  
• 各拠点でのBCP運用向上
 • 協力企業のBCP体制整備 

阪神・淡路大震災

1995年 2007年
新潟県中越沖地震

2011年
東日本大震災

2018年
西日本豪雨

2019年
台風19号

2020年
令和2年7月豪雨

BCP：多発する自然災害への対策  
　コマツでは、重要業務を継続または短期間に復旧するため、事

業継続計画（Business Continuity Plan：BCP）を策定し、主に
大地震や水害を想定した初動訓練や生産復旧訓練を定期的に実

施しています。生産工場では、建屋・生産設備の耐震補強や、集

中豪雨等の風水害への対策を拡充し、深刻化する自然災害に対

して、被害を最小限にする取り組みを進めています。また、被災時

における現場からの報告ルートと基準を明確化し、経営トップの

迅速な意思決定を図っています。

　コマツグループ各拠点のBCP強化はもとより、協力企業への支
援を通じたサプライチェーンの体制強化にも注力しています。直

近では、災害時の初動対応や平時からの体制づくりを中心とした

専門家によるセミナーを全国規模で開催し、多くの協力企業にご

出席いただいています。今後も、グループの横断的なBCP活動の
推進・強化に取り組みます。

コンプライアンス  
　コンプライアンスを統括する「コンプライアンス委員会」を設置

し、その審議・活動の内容を定期的に取締役会に報告しています。

また、法令遵守はもとより、すべての取締役および社員が守るべき

ビジネス社会のルールとして、「コマツの行動基準」を定めるととも

に、コンプライアンスを担当する執行役員を任命し、コンプライアン

ス室を設置するなど、ビジネス社会のルール遵守のための体制を

整備し、役員および社員に対する指導、啓発、研修等に努めていま

す。更に、法令およびビジネス社会のルールの遵守上疑義のある

行為に関する社員からの報告・相談に対応するため、通報者に不

利益を及ぼさないことを保証した内部通報制度を設けています。

（1）コマツの行動基準 
　コマツの行動基準は1998年に制定され、現在は第11版です。第
1部では、主に、ESG課題解決の実現などの社会的責任を果たすた
めにコマツグループが遵守すべき企業行動の指針を示しています。

第2部では、世界のどこにおいても守るべき基本的なルールを事例
も交えて列挙し、全世界のコマツグループの社員が従うべき行動準

則を示しています。

（2）内部通報制度
　ビジネス社会のルールに関するグループの社員からの相談・通

報に対応するため、本社に通報窓口として「グローバル・コンプラ

イアンス・ホットライン」を設置し、問題の早期発見・是正に努め

ています。またコマツグループ各社は、各地域のすべての社員等

がそれぞれの母国語で相談、通報が行えるよう、地域ごとにコン

プライアンス・ホットラインを設置、運営しています。

（3）ルール遵守の周知徹底 
• コンプライアンス5原則
　コンプライアンス上の基本動作を凝縮した「コンプライアンス5
原則」のポスターを全世界のコマツグループの各事業所に掲示し、

社員の意識浸透を図っています。

• コマツの行動基準グローバルe-ラーニング
　「コマツの行動基準」を全世界の社員に理解させるため、全世

界のコマツグループの社員を対象にe-ラーニングを実施してい
ます。e-メールアドレスを持たない現業社員向けには集合教育形
式で研修を行っています。

• 情報誌
　毎月発行の情報誌「みんなのコンプライアンス」では、重要法令

の解説、他社事例から引き出す教訓、人権やハラスメント防止の

記事のほか、特に重要な分野として、腐敗防止、独禁法、輸出管理

に関する記事を繰り返し掲載しています。コンプライアンスに関す

る情報誌発行による啓発は、海外現地法人でも展開中でありグ

ローバルに取り組んでいます。

情報セキュリティの強化  
　サイバー攻撃などの脅威は年々高度化・巧妙化しており、情報

セキュリティ対策はより重要性を増しています。コマツでは適用さ

れる法令および社内のルールに従い、各種対策を実施しています。

（1）管理体制　リスク管理の統括責任者をトップとした管理体制
のもと、全社的な情報セキュリティは「リスク管理委員会」で課題の

共有と検討を行っています。また　「リスク管理委員会」は、専門性

の高い情報セキュリティにも対応できるようICT担当のトップである
情報戦略本部長が副委員長を務めています。重要度の高い情報セ

キュリティの課題は本委員会で課題を共有し解決しています。　

　なお、重大な事案が発生した際には、速やかに社長および取締

役を含む役員、関係各機関、取締役会に報告し、適切な対策を講

じています。

　また、情報戦略本部は起こりうる情報セキュリティリスクに関

する対策を適宜立案し、これを社長および取締役を含む役員で

構成する「戦略検討会」に毎年上程して、中期的ICT投資計画に
織り込んでいます。

（2）個人情報保護　個人情報を適切に保護することは社会的責務
であり、コマツは「個人情報保護方針」を策定し、公表しています。ま

た、e-ラーニングや内部監査などを通じて適切な取り扱いを徹底して
います。海外においても欧州一般データ保護規則（GDPR）の対応な

ど、各国・地域の法令および社会的な要請に合わせた個人情報の保

護に取り組んでいます。

（3）システム対策　外部からの不正侵入・コンピュータウイルス
感染などの脅威やそれらによる情報漏えいへの対策として、複数の

システム施策を組み合わせた多層的な防御体制を構築しています。

一例として、テレワークの実施にあたり、社外からシステムを利用

する際は、システムにアクセスするまでに複数のプロセスを必要と

する仕組みとすることで本人確認を厳格に行っています。

（4）教育・研修　情報を取り扱うすべての社員に定期的なe-ラー
ニングの受講を義務付けています。また、不審メールへの対策とし

ては、標的型攻撃メールを装った訓練を年複数回行っています。こ

の不審メール対策の訓練は日本のみならず、一部の海外現地法人

に対しても実施しており、情報セキュリティのレベル向上をグロー

バルに推進しています。

（5）情報セキュリティ監査　コマツグループ全体の情報セキュ
リティレベル向上のため、グループ企業に対する情報セキュリティ

監査を実施しています。同一の企業に対して原則3年に1回程度監
査を実施し、継続的な状況確認に取り組んでいます。

④有事の対応

コマツの行動基準 コンプライアンス・リスク監査各種教育 事件・事故

コンプライアンス5原則 内部通報制度情報誌

誓約書 見える化調査（職場面談・ウェブ調査）コンプライアンス・ポータル 再発防止策

コンプライアンス活動の展開フロー●   協力企業へのBCPセミナー開催

（6） サプライチェーン全体での情報セキュリティ向上の取り組み
　コマツは自社およびグループ会社のみならず、当社の業務上の

機密情報を共有するサプライチェーン上の協力企業各社に対して

も、当社の情報セキュリティ方針に沿った管理対応をお願いする

とともに、継続的かつ有効な支援を講じています。協力企業各社

に対する定期的な管理状況ヒアリング、および必要に応じた情報

機器内の業務情報点検項目の提示とセキュリティ教材の使用推奨

等の活動を通じて、業務上の機密情報を扱うすべての関係者と適

正管理の必要性を共有し、安定した事業継続に向けたリスク低減

を図っています。

成長戦略によるESGの課題解決

コーポレート・ガバナンス

①トップの姿勢表明
行動基準の設定

③把握②展開

Web
「コンプライアンス5原則」などを掲載した「コマツの行動基準」はこちらからご覧になれます。
https://www.komatsu.jp/ja/-/media/home/
aboutus/corporate-identity/kwcbc_11th_
jp_extra.pdf?rev=dedecbbe784c4b8d9210
554f17d558a0&hash=721DC1B82124014
25E15194EBB27AC9A

未来の現場をともにつくる　
コマツ100年のアイデンティティー

TOPが語る次の100年へ向けた
経営課題と経営戦略

未来の現場をともにつくる
ビジネスモデルの進化
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